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経営志林第39巻４号2003年１１１１１７

1990年代における非正社員化の進展
－事業所データから見た実証分析！

西川真規子

ら1997年にかけての正規の職員・従業員の増加は

48万人であるのに対して，パートやアルバイト，

嘱託．派遣社員等の非正社員の増加は205万８千

人である。５年間に非正社員は正社員のほぼ４倍

もの勢いで伸びたことになる。

非正社員は量だけではなく，雇用者の質も変え

る勢いである。労働力調査特別調査でその割合を

見ると，役員を除く雇用者に占める正規の職員・

従業貝の割合は，1989年に80.9％であったのが，

90年代，とりわけ後半から減少幅が増し，2001年

には72.3％となった（図ｌ参照)。

１．はじめに－非正社員化の進展

近年非正社員の増加が各国で報告され．その雇

川社会にもたらす影騨が議論されている。1980年

代まで続いた正社員活１Ｍを中心としたiii11I1システ

ムは，９０年代に入って各国で雇用関係の再構築や

終身雇用規範の崩壊が報告されるようになり，

服用関係の見直しが進んでいる（Rifkinl996，

Gallieet・ａｌｌ998,Cappellil999年)。

日本も例外ではなく，非正社員化は90年代急速

に進んだ。就業構造基本調査によると，1992年か

図１雇用形態別役員を除く雇用者に占める割合（％）
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街料出所：総務庁銃iiI局「労働ﾉj調査特別iijM従」（各年211）
注）「派jiIi・委嘱・その他」の派巡は、平成11年８月に迫力Ⅱ

この背後にあるのは，長引く不況や，規制緩和
２．雇用の柔軟化と非正社員の増加

やグローバライゼーシヨンの進展に伴う国際競争

の激化，生産技術や商品市場の急激な変化等に伴非正社員の増力Ⅱの背景には，企業の雇用柔軟化

う企業による雇用政策の変化であると考えられる。政策がかかわっていると考えられる。Ｓableと
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1181990年代における非正社風化の進展

Zeitlin（1997）によると，
3．非正社員化へのアプローチ

経済状況が安定的であればあるほど，大量生産

化や企業内で各部門のアウトプットが次の部門の

インプットとなるようなピラミッド型をした糾織

が有効となる。規模の経済によって，生産コスト

が抑えられ，それ以外には使いようのないような

柔軟性のない装備への多大な投資を正当化するに

十分な市場の拡大がはかられるからである。また

逆に経済が不安定であればあるほど，生産プロセ

スの各段階を独立した事業として組織化すること

が有効となる。このような状況下では，各事業は

そのもてる資源をもっとも柔軟性のある方法で活

用するようになることで，需要の変化から自身を

守るようになり，また変化する環境に対応しきれ

ないような専門化した資産を保持するリスクは鎧

小限に抑えられるようになる。（1997：２０）

前述の統計に見るように，マクロレベルの雇用

者数で見ると非正社員化は確実に進んでいる。こ

のマクロレベルでの経済変化と，労働需要側の雇

用政策がどのように関わっているかを検討するに

は，労働需要側データによる検討が必要となる。

一方で，非正社員の増加とその経済社会に与える

影郷を危剛倶する議論の多くは，雇用者数をベース

に展開している場合が多い。労働者が実際に企業

の「柔軟化」政策を経験するのはその職場である。

労働需要側のミクロデータの検討が必要である。

９０年代における非正社員化はすべての企業にとっ

て不可避であり，今後もざらに進んでいくのだろ

うか。あるいは，一部企業に起こっているケース

が過大視きれ，非正社員化は市場全体で見るとそ

れほど広範囲では起こっていなかった可能性もあ

る。雇用者データで見ると，市場で非正社員化の

勢いが増しているようでも，これが全体の企業で

進んだと考えるのは早急である。もちろん一部企

業による非正社員化の波及効果が多少あるとして

も，正社員中心の活用を維持している企業や，あ

るいは逆に進めている企業，または非正社員活用

を進めたが再び正社員中心の活用に戻った企業

もあるかもしれない。Hollingworth＆Boyer

(1997）の指摘するように，何もひとつのシステ

ムのみが雇用社会を席巻するとは限らず，異なる

システムが並存している可能性も十分ある。

また，非正社員化が進んだとするとそれはどの

ように進んできたのか。企業の雇用政策によって

使用される非正社員形態は異なるのか。それとも

実際はパートタイマー化と考えてよいのだろうか。

これらを検討するには，大規模な労働需要側の

ミクロデータが必要である。本論では，日本全国

の事業所を調査対象とするミクロデータ分析結果

を使用し，需要側から見た場合，市場全体でどう

いった動きが90年代の非正社員化を構成していた

のかを明らかにしたい。

従業員もここでいう資源のひとつである。Atk‐

insonの「柔軟な企業モデル」によると，）in{用の

柔軟性は，機能的柔軟性（functionalflexibility)，

数量的柔軟性（numericalflexibility)，財政的

柔軟性（financialflexibility）から主に榊成さ

れる。機能的柔軟性とは，複数の仕事をこなせる

ような従業員の多能化に関する柔軟`性である。数

量的柔軟性とは，労働力を短期の予告で変動する

ことができる柔軟性で，期間雇用者や短期契約雇

用者の動員でまかなわれる。これに関連して時間

の柔軟性（temporalflexibility）があり，これ

は仕事jiiの変化に応じて労働時間を変えることが

できる柔軟`性である。交代制勤務や残業などはこ

の範鴫に属する。簸後に財政的柔軟性であるが，

これは一様な賃金システムから，生産に対する個

人の貢献と報酬の関係をより緊密にするような多

様で可変的かつ個別的な賃金システムへの移行を

いう（Atkinsonl984)。

機能的柔軟性が安定した雇用を保証されている

中核労働者に要求されるのに対して，数量的柔軟

`性は主に期間雇用肴，パートタイマーなどの周辺

労働者に求められる（Blyton＆Morrisl991)。

このように，企業の雇用政策と非正社員の増加

には雇用の柔軟化特に数量的柔軟`性を通じて密

接な係わり合いが存在する。

４．データについて

本論で使用したデータ分析結果は，1994年，

1999年に旧労働省（現厚生労働省）によって実施
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された「就業形態の多様化に関する総合実態調査」

(以下「多様化調査」とする）の事業所調査デー

タに基づく。調査対象事業所は，主要９大産業に

属する民営事業所のうち，常用労働者を５人以上

雇用する事業所から，一定の方法で抽出した約

15,000事業所である。これら２つの調査は共通の

設問を多く有しており，1990年代後半にどのよう

に非正社員化が進められたかを検討することが可

能である。

ただし，これら２期における調査で，就労形態

分類，及びその定義が多少異なる（表１参照)。

したがって，時系列比較をする際には注意を要

する。

表１：1994年，1999年調査の就労形態分類とその定義

このデータ分析結果を用いて，どのような動き

が90年代の非正社員化を構成していたのかを検討

するため，１．非正社員化はすべての事業所で進

められたのか，２．非正社員化を進めた事業所は

どのような理由でそうしたのか，３．非正社員化

といっても，具体的にはどのような就業形態が活

用されてきたのか，を以下で検討する。

非正社員化は，その程度の差こそあれ，すべての

事業所で一様に進められたのだろうか。

1994年調査と1999年調査では設問内容は多少異

なるが，将来の労働者構成についてその方針を尋

ねている。1994年調査では，労働者構成が「今後

どのように変化するか」と期間は定めず一般的に

尋ね，「正社員の比率が高まる｣，「非正社員の比

率が満まる」「正・非正社員の比率は変わらない

と思う」「なんともいえない」を選択肢としてい

る。これに対して，1999年調査では，「３年後は

どのように変化していくと思うか」と期間を定め

て尋ね，「いわゆる正社員の比率が上昇」「いわゆ

5．非正社員化はすべての事業所で進められたのか

前述の通り，労働者データで見ると，1990年代，

特に後半で非正社員数の大幅な伸びが見られるが，

1994年調實 1999年調査

正社員：雇用している労働者のうち，特に雇用期'1Mを

定めていない者。他企業への出向者は除く。
いわゆる正社員：現在の企業で雇われている労働者の

うち，特に雇用期間を定めていない者。なお。パート

タイマー及び他企業への出向者は除く。

パートタイマー：正社員より１日の所定労働時間が短

いか．1週の所定労働日数が少ない者。雇用期間の定

めの有無は問わない。

契約社員：専門的職種に従事することを目的に契約に

基づき雇用され，雇用期間の定めのある者。

出向社員：他企業より出向契約に基づき出向している

者。出向元に籍を置いているかどうかは問わない。
臨時的雇用者：臨時的に又は日々雇用されている者で，
１ケ月以内の雇用期間の定めのある者。

臨時・日雇：臨時的に又は日々雇用している者で，正

社員と１日の所定労働時間および１週の所定労働日数

が同数の者。

パートタイマー

短時間のパート：いわゆる正社員より１日の所定労働

時間が短いか，１週の所定労働日数が少ない者。雇用

期間は１ヶ月を超えるか，また定めのない者。

その他のパート：いわゆる正社員と１の所定労働時間

と1週の所定労働日数がほぼ同じ者。雇用期間は1ヶ月

を超えるか，また定めのない者で．パートタイマー他

これに類する名称で呼ばれている者。

派遣労働者：「労働者派遣法」に基づく派遣元事業所 出向社員：他企業より出向契約に基づき出向してきて

から派遣された者。いる者。出向元に籍を置いているかどうかは問わない。

契約・登録社員：専門的職種に従事させることを目的

に，契約・登録に基づき雇用している者。
派遣労働者：「労働者派遣法」に基づく派遣元事業所
から派遣された者。

その他：上記以外の事業所の労働者。 その他：上記以外の労働者
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1201990年代における非正社風化の進展

る非正社員の比率が上昇」「いわゆる正・非正社

員の比率は変わらない」「何ともいえない」を選

択肢としている。設問が若干異なるため厳密な比

較はできないが，これを用いて正社員活用がどの

ように進められたのかを検討する。

まず単純に1994年と1999年でこの設問に対する

解答を比較すると，どちらでも多数を占めるのが

｢なんともいえない」で，これを選んだ事業所は

1994年には全体の34％であったのが，1999年には

42％まで増加している。また，「正・非正社員比

率は変わらない」とした事業所も1994年の22％か

ら1999年には35％まで増加している。一方で，こ

の間に著しく減少したのが，「正社員の比率が上

昇」と答えた事業所で，1994年には23％であった

のが，1999年にはわずか６％となっている。一方

で，「非正社員比率が上昇」と答えた事業所は，

1994年の21％から1999年の17％まで減少している。

労働者レベルで見ると1990年代後半に非正社員

化が急激に進んだが，事業所の方針を見ると，

1994年に比べ1999年では，正・非正社員比率の積

極的変化は鈍くなっており，先行き不透明感や現

状維持の傾向が強まっている。

貝中心の活用を行っている事業所ほど正社員比率

を伸ばそうとし，非正社員中心の活用を行ってい

る事業所ほど非正社員比率を伸ばそうとする，い

わゆる２極化傾向があることを指摘し，非正社員

化が全ての事業所で一様に進んでいるのではない

ことを示している。それでは，1999年にも同様の

傾向が見られるのだろうか。そして，1994年に見

られた２極化はさらに進んだのか，それとも減退

したのか。

図２は，事業所における非正社員比率（＝100

％－正社員比率）と今後の労働者構成の変化につ

いての関連を1994年，1999年調査結果を用いて示

したものである。まず，正社員比率上昇とした事

業所割合については，1994年ではグラフは右下が

りになっており，実際に正社員活用が進むほど正

社員比率が今後上昇とする傾向が見られる。しか

し，1999年にはこのような傾向がみられず，実際

の正社員活用度にかかわらず，今後正社員比率が

高まるとした事業所割合は１割以下と低い。また，

非正社員比率上昇とした事業所割合については，

1994年には，非正社員比率が90％に達するまでは，

非正社員活用が進んでいる事業所ほど今後も非正

社員比率を高めるとする傾向が見られたが，1999

年にはこのような明確な関連'性は見られなくなっ

ており，特に非正社員比率が50％を超える非正社

員活用の進んでいる事業所で，今後も非正社員比

率を高めるとする事業所割合の減少が見られる。

それでは，個々の事業所レベルではどのような

変化が起こっているのだろうか｡何かシステマティッ

クな変化は見られるのだろうか。

1994年調査の分析で，西川（1999年）は，正社

図２非正社員割合と正・非正社員比率方針（％）
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資料出所：西川（2002a）
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これをもう少し分かりやすい形で見てみよう。

表２は，1994年調査と1999年調査を合わせた事業

所データを用いて，非正社員化に影騨を与える他

の変数（産業，事業所規模，事業所の種類）をコ

ントロールした後で，実際の非正社貝活用の程度

と今後の労働者構成の方針の関連性を，非正社貝

比率上昇＝１，正社員比率上昇＝Ｏとしたロジス

ティック回帰分析にかけた結果である｡ｉｉ

結果から，まず1994年から1999年にかけて，一

般的に正社員比率ではなく，非正社員比率が上昇

とする傾向が強まったことがわかる。また，非正

社員比率が高いほど（厳密には非正社員比率80％

まで),今後正社員比率ではなく非正社員比率上

昇とする傾向が見られるが，1999年には非正社員

比率の問い事業所ほど，この傾向が急激に弱まっ

ていることが分かる。

つまり，1994年に事業所間に見られた正・非正

社員活用方針の２極化傾向は，1994年から1999年

の間に鈍化していることが分かる。

非正社員活用方針について，1999年調査のみを

用いてもう少し詳しく見てみよう。1999年調査で

は，今後の労働者構成について「３年後の見込み」

のみならず，「３年前と比べて現在」の変化につ

いても尋ねている。これらについて，上記の通り，

｢いわゆる正社員の比率が上昇」「いわゆる非正社

員の比率が上昇」「いわゆる正・非正社員の比率

は変わらない」「何ともいえない」の４つの選択

肢が設定されている。したがって，３年前と３年

後の組み合わせは，４ｘ４の16通り存在する。

実際の事業所の回答を見ると，一定の組み合わ

せに集'１｣して分布しておI)，全体の3096が，３年

前から現在で「いわゆる正・非正社員の比率は変

わらない」を選び，３年後も「いわゆる正・非正

社員の比率は変わらない」としており（以後ＮＮ

型とする)，最も多数を占める。次に多いのが，３

年前から現在では「いわゆる正・非正社員の比率

は変わらない」を選び，３年後は「何ともいえな

い」を選んだ事業所（以後ＮＤＫ型とする）で，

全体の18％である。その次が，３年前から現在，

3年後ともに「何ともいえない」を選んだ事業所

(ＤＫＤＫ型とする）で，全体の11％である。これ

らを合計すると全体の６割となる。

ちなみに，３年前から現在，３年後共に「非正

表２事業所の非正社員化に関するモデル

。ｑｑや )_０９１６４ 

ルＭｕＵ８

【)_６０００９１８

[)～６Ｍh未温

Ｍ１～７０５ 

ＢＵ％末流 iｌＣ 

H【 ３Ｃ 

非正社員比率＊調査年ダミー

１０～20％未満＊1999年

２０～30％未満＊1999年

３０～40％未満＊1999年

４０～50％未満＊1999年

５０～60％未満＊1999年

６０～7096未満＊1999年

７０～80％未満＊1999年

８０～90％未満＊1999年

90%以上*1999年

産業ダミー

建設業

製造業

電気･ガス･熱供給･水道業

運輸・通信業

卸売・小売業・飲食店

金融・保険業

不動産業

サービス業

事業所規模ダミー

３０－４９人

５０－９９人

100-299人

300-499人

500-999人

1000人以上

事業所種類ダミー

エ場・作業所

研究所

営業所

店鋪

６
８
１
５
９
２
３
４
２
 

１
１
２
２
２
３
４
３
４
 

①
●
白
●
■
Ｏ
●
●
●

０
０
０
０
０
０
０
０
０
 

８
２
７
５
１
６
２
７
０
 

７
５
４
２
３
２
２
１
１
 

句
●
●
。
●
●
●
■
●

０
０
０
０
０
０
０
０
０
 

－０．２５ 

－０．６５ 

－０．７６ 

－１．３８ 

－１．１９ 

－１．３６ 

－１．５１ 

－１．７６ 

－２．２８ 

１
０
４
７
５
５
９
９
 

３
９
２
６
１
３
３
５
 

●
●
●
●
■
●
●
●
 

０
０
０
０
１
１
０
０
 

７
２
９
６
４
７
９
３
 

２
２
２
２
２
２
２
２
 

■
●
●
■
■
■
■
●
 

０
０
０
０
０
０
０
０
 

074 

2.47 

0.78 

1.96 

3.16 

3.86 

Ｌ47 

1.80 

0.38 

0.57 

0.68 

1.04 

1.11 

1.12 

0.08 

0.08 

0.07 

0.12 

0.10 

0.1３ 

６
６
８
４
４
７
 

４
７
９
８
０
０
 

●
●
●
●
●
●
 

１
１
１
２
３
３
 

６
０
４
２
 

０
５
０
１
 

０
０
０
１
 

’
一 0.09 

0.32 

010 

0.12 

0.94 

0.61 

1.04 

3.07 

その他

定数

0.41 

1.29 

0.10 

0.08 

1.51 

3.63 

Chi-squarC 
DF・

Ｎ 

2.298 

38 

9,439 

資料出所：西111（2002a）

非説明変数「非正社只比率上昇＝ｌ」「正社員比率

上昇＝Ｏ」としてLogisticRegressionの推定結果。
ベースカテゴリー：調恋年＝1994年非正社貝比率＝

10％未満，産業＝鉱業，事業所規模＝５～29人，事
業所種類＝事務所

ＢＳ.Ｅ､、Exp(B）

1049009 1999年１．６４

非正社員比率

10～20％未iiMi

20～30％未満

30～40％未満

40～50％未満

50～60％未満

60～70％未満

70～80％未満

80～90％未満

Ⅲ９０％以｣Z

0.44００８Ｌ56 

0.60０．０９1.82 

0.73０．１１2.08 

0.87０．１２2.39 

1.25０．１５3.48 

1.20０．１６3.32 

1.78０．２２5.95 

098０．１７2.67 

1.18０．２１３．２４ 
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1221990年代における非正社員化の進展

社員の比率が上昇」とした事業所割合は全体のわ

ずか９％であり，逆にどちらも「正社員の比率が

上昇」とした事業所割合は３％のみである。

つまり，多数派は，現状維持か，或いは明確な

方針をもっていないということになる。労働者ベー

スでは非正社員化が急速に進んでいるものの，継

続的に非正社員比率を積極的に伸ばそうとしてい

た事業所は全体の１割にも満たない（表３参照)。

表３非正社員活用方針（％）

[1s 

資料出所：西川（2002ａ）

比較的割合が多かったＮＮ型であるが，これ

は，正社員比率が90％以上の事業所の41％，非正

社員比率が90％以上の事業所で32％を占め，これ

らの中間の事業所ではこれらより割合が低い。つ

まり，正・非正社員活用の進み具合が両極端であ

る事業所では，既にその活用比率は定着したもの

となっている傾向が見られる。また，ＮＤＫ型は，

正社員比率が80％以上の事業所で２割を超え比較

的多い。正社員中心の活用を行っている事業所に

ついては，正社員比率を変えない方針を守ってき

たところが多いが，その方針にも先行き不透明感

が出てきたということであろうか。一方，ＤＫＤＫ

型は，非正社員比率が90％以上の事業所で２割を

超え，他と比べて多い。非正社員中心の活用を行っ

ている事業所の中には，これといった方針もなく

極端な非正社員活用が進んだ（進んでいく）傾向

があるのではないだろうか。

したか，またｂ､３年後その就業形態の労働者比

率が上昇するか尋ねている。この２つの設問への

解答の組み合わせによって，Ａ３年前からも３

年後も比率上昇するとしなかった事業所（ＮＮ型)，

Ｂ３年前からは上昇したが，３年後は上昇すると

しなかった事業所（ＹＮ型)，０３年前からも３

年後も上昇するとした事業所（ＹＹ型）に分けた。

これら，３種類の事業所について，その就業形態

活用の最重要理由上位３位を見たのが表４である。

まず，契約社員については，ＮＮ型，ＹＮ型事

業所では，１位が「専門的業務に対応｣，２位が

｢即戦力・能力のある人材の確保｣，３位が「人件

費節約」であり，契約社員の専門性を生かした活

用がうかがわれる。しかし，ＹＹ型では，１位の

｢専門的業務に対応」を選んだ事業所割合が比較

的低く，２位に「人件費節約」がきている。

次に臨時的雇用者であるが，ＮＮ型では，１位

が「臨時・季節業務量の変化に対応｣，２位が

｢人件費節約｣，３位が「景気変動に応じて雇用戯

を調節」である。ＹＮ型ではＮＮ型と１，２位

の入れ替わりはあるが，概ねＮＮ型と同様であ

る。一方，臨時的雇用者の比率を伸ばしている

ＹＹ型の１位理由は「雇用品の調節｣，２位は

｢正社員を確保できない｣，３位は「専門的業務に

対応」であり，活用理由に顕著な差が見られる。

またＹＹ型ではＮＮ型，ＹＮ型と比較して，「雇用

iiiの調節」を選んだ事業所割合が２～３倍と高い。

短時間パートについては，ＹＮ型とＹＹ型は，

1位が「人件費節約｣，２位が「１日，週の中の仕

事の繁閖に対応｣，３位が「景気変動に応じて雁

6．非正社員化を進めた事業所はどのような理由

で進めたのか

前述のとおり，労働者ベースでは非正社員化は

1990年代後半に急速に進んだが，事業所ベースで

見ると，非正社員化を積極的に進めた事業所はむ

しろ少数派であることがわかった。それでは，非

正社員活用を進めた事業所の活用の理由は他の事

業所と比較して何らかの違いが見られるのだろ

うか。

1999年調査では，各就業形態について，ａ､３年

前と比べて現在その就業形態の労働者比率が上昇

3年前～現在/３年後 正社且比率上昇 非正社風比率上昇 ｣上率は変わらない 何ともいえない 合計

正社風比率上昇 2.8 L９ 1９ 5.9 12.5 

非正社且比率－k外 1.3 9.1 2.9 6.8 20.1 

比率は変わらない 1.3 5.7 30.2 18.1 55.3 

何ともいえない 0.2 0.6 0.3 1０９ 12.0 

合計 5.6 17.3 35.3 41.7 100.0 
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用量を調節」である。一方，ＮＮ型については，

3位が「臨時・季節的業務量の変化に対応」となっ

ている。1位「人件費節約」を理由として選んだ

事業所は，ＮＮ型では36％で，ＹＮ型では38％あ

るが，ＹＹ型では46％にも達し，短時間パート活

用を進めている事業所では，「人件費節約」の重

要性が特に高い。

その他パートについては，ＮＮ型とＹＮ型で

は1位が「人件費節約｣，２位が「１日，週の中

の仕事の繁閑に対応｣，３位が「臨時・季節的業

務量の変化に対応」である。が，ＹＹ型について

は，２位に「雇用量調節」がきている。その他パー

トについても，短時間パートと同じく，ＹＹ型は

他と比べて，人件費節約を選んだ事業所割合が高

く，５割を超える。

妓後に派遣社員であるが，ＮＮ型は，１位が

｢人件費節約｣，２位が「専門的業務に対応｣，３

位が「即戦力・能力のある人材の確保」である。

ＹＮ型は１位が「即戦力・能力のある人材の確保｣，

2位が「人件費節約｣，３位が「専門的業務に対応」

で，順位は前後するもののＮＮ型と同様の内容

を示す。一方，ＹＹ型では，１位は「人件費節約」

であるが，２位は「景気変動に応じて雇用量を調

節｣，３位が「臨時・季節的業務量の変化に対応」

であり，他と内容的に異なる。また，１位の「人

件費節約」を選んだ事業所割合はＹＹ型でもっ

とも高く３割に達する。このように派遣社員の活

用を進めている事業所では，その専門性よりもコ

スト削減や数戯的柔軟`性を重視する傾向が見ら

れる。

表４非正社員活用の理由（上位３位）

Ｆ|￣ 
契約社員

Ｍ１型 ＹＮＨｑ ＹＹ型

専門的業務対応

人件費節約

即戦力人材確保

24.7％ 

18.8％ 

15.6％ 

４Ｗ 

雇用最調節

正社員を確保できない

専門的業務対応

24.3％ 

18.5％ 

15.5％ 

Ll8船｜腿

人件費節約

仕事の繁閑に対応

箙用量調節

45.6％ 

13.8％ 

9.2％ 

， 

5Ｊ 

人件費節約50.5％

雇用量調節11.6％

臨時･季節業務鎧変化に対応6.8％

4（ 

I躍
逝社

llM1i 

醜
雅
一
派
地
鞭

の繁閑に対応

･季節業務状変化に対応

員

識節約

的業務対応

;:鰄鱸懲鰯上に対応｣鱗
即戦力人材確保

人件1M節約

専門的業務対応

20.5％ 

18.6％ 

15.8％ 

人件饗節約301％｜
hii用還調節15.8％）

臨時･季節業務並変化に対応143％’

38.0％ 

25.2％ 

10.2％ ３位｜即戦力人材確保

資料出所：西１１１（2002ａ）
注）ＮＮ型：３年Iiilからも３年後も比率上昇としたなかったりI業所

ＹＮ型：３年前からは上ﾀIしたが３年後は_上外するとしなかった事業所
ＹＹ型：３年IMIからも３年後も比率上昇とした事業所

このように，非正社員比率が３年前も３年後も

変わらないとしたＮＮ型と，３年前からは増えた

が３年後は変わらないとしたＹＮ型では，一般

的に共通した理由が見られる傾向があるが，３年

前も３年後も増えるとしたＹＹ型は，これらと

活用理由，或いはその重要度が異なる傾向がある。

ＹＹ型は，ＮＮ型やＹＮ型に比べて，特に「人件

費節約」を強調する傾向が見られ，９０年代後半の

非正社員活用は，「人件費節約」が事業所の方針

として90年代前半よりも重要性を増したといえる。
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貝活用理由として人件費節約をあげる事業所が最

も多く，次に数量的な柔軟性にかかわる項目がき

ている。

これら各々の理由について，非正社員活用の理

由として選んだかどうか，また，選んだ場合はい

くつの就労形態の活用理由として選んだかを示し

たのが表５である。２割以上の事業所に選ばれた

上位理由について，各理由が何種類の形態につい

て選ばれているのかを見てみよう。

まず，「人件費節約」であるが，これを選んだ

事業所の75％がひとつの就労形態のみを使用して

いる。また，２種類の形態についてこの理由選ん

だ事業所は21％であり，ほとんどが，２種類以下

の形態でこの理由を選んでいる。

次に「雇用錨の調節」では，これを選んだ事業

所の79％が１つの形態のみで選んでおり，18％が

2種類の形態で選んでいる。この理由についても，

ほとんどが２種類以下の形態で選んでいる。

「１日・週の繁閑に対応」は，これを選んだ事

業所の83％が１つの形態のみで選んでおり，１５％

が２種の形態で選んでいる。ほとんどが２種以下

でこの理由を選んでいる。

「専門的業務に対応」では，これを選んだ事業

所の84％が１つの形態のみで選び，１２％が２種の

形態で選んでおり，これもほとんどが２種以下で

選んでいる。

「即戦力・能力のあり人材確保」では，これを

選んだ事業所の84％が１つの形態のみで選んでお

り，１４％が２種の形態で選び，ほとんどが２種以

下で選んでいる。

「臨時・季節的業務量の変化に対応」は，これ

を選んだ事業所の82％が1つの形態のみについて

選び，１５％が２つの形態で選んでいる。

妓後に，「長い操営業時間に対応」については，

これを選んだ噸業所の80％が１つの形態で，１７％

が２つの形態で選んでおり，ほとんどが２種以下

である。

このように，ほとんどの事業所はある活用ニー

ズについて1種類の形態で対応しており，多くと

も２種の形態を活用するに留まっていることがわ

かる。また，妓も活用理由として選んだ事業所割

合が高い「人件費節約」は，他と比較して若干で

はあるが，1種のみの形態を使用する傾向が弱い。

７．どのような非正社員就業形態が活用されてき

たのか

非正社員活用の理由は就業形態によって確かに

違うが，それでは，事業所は異なるニーズに伴い，

その活用する非正社員の形態を使い分けているの

か（つまり「戦略的」か)。それとも，ひとつの

就業形態を活用することが最初にあり，その形態

の活用をニーズに合わせて広げていくのか（つま

り「状況対応的」あるいは「適応的」か)。

西川（1999）は，1994年の調査で，事業所の非

正社員活用は－形態に特化していることを示した。

つまり，パートを多く活用している事業所では他

の形態ではなくパート比率を更に上げようとして

おり，臨時雇用者を多く活用している事業所では

他の形態ではなく臨時の比率を，契約社員を多く

活用している事業所では他の形態ではなく

契約社員の比率を，更に上げようとする傾向が

あった。

これは，事業の性質上，つまり明確なニーズが

最初にある為，それに対応できる非正社員形態の

活用が進むという見方も出来るし，或いは．一旦

ある形態を活用し始めると，その形態の活)'１のノ

ウハウが蓄積ざれ活用コストが下がりその活１１１が

多岐に進むというようにも考えられる。これを多

様化調査データで厳密に証明するには多少無理が

ある。が，活用理由と活用形態の関`係を調べるこ

とでヒントは得られる。

1999年調査では，各就業形態について，その就

業形態を使用する理由を選択肢から複数回答させ

ている。これら理[I|について使用しているいずれ

かの非正社員形態について選んだ事業所割合は，

多い順に，「人件]＃の節約のため」6196,隙気変

動に応じて雇用鼓を調節するため」３１％，「１日，

週の中の仕事の繁閑に対応するため」３０％，「専

門的業務に対応するため」２４％，「即戦力・能力

のある人材を確保するため」２４％，「臨時・季節

的業務戯の変化に対応するため」２３％，「長い営

業（操業）時間に対応するため」２１％，「正社員

を重要業務に特化させるため」１６％，「正社員を

確保できないから」１２％，「高年齢者再雇用対策

のため」１０％，「正社員の育児・介護休業対策の

代替のため」６％となっている。やはり，非正社
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表５非正社員活用理由と活用形態数

[１６ 

【1８

資料出所：西川（2002ａ）

それでは，各理由について，事業所はどの就労

形態を活用しているのだろうか。各理由について

１種のみについて選んだ事業所，及び２種につい

て選んだ事業所について，どの形態を使用してい

るのかを見たのが表６である。

「人件費節約」では，１種のみの場合，それは

圧倒的に短時間パートである可能性が高い。1種

のみについてこの理由を選んだ事業所のうち，５６

％が短時間パートで選んでいる。次に多いのが，

その他パートの24％である。２種について選んだ

事業所について見ても，８３％は短時間パートで選

んでおり，７１％がその他パートで選んでいる。２

種になると契約社員の割合が若干上がり，これら

事業所の18％が契約社員でこの理由を選んでいる。

「雇用鼠を調節」の場合は，１種のみについて

これを選んだ場合，短時間パートが49％と圧倒的

に多く，次にその他パートの21％，臨時的雇用者

の13％が続く。２種の場合も短時間パートが77％，

その他パートが65％と多い。契約社員も24％と，

２種でこの理由を選んだ事業所が使用している割

合は比較的高いが，１種で13％を占めていた臨時

社員は17％とあまり伸びない。

「１日・週の繁閑に対応」は，1種の場合，圧

倒的に短時間パートが多く73％を占める。次に多

いのがその他パートの19％である。２種の場合は，

短時間パートが97％を占め，その他パートが73％

である。

「専門的業務に対応」は’1種の場合，契約社

負が最も多く31％で，これに短時間パートの27％，

その他パートの１５％，出向社員の14％が続く。派

遣社員は８％とあまり多くない。２種の場合は，

契約社員が50％，短時間パートが43％，出向社員

が35％，その他パートが34％，派遣社員が27％で

ある。

「即戦力・能力のある人材確保」についても，

１種の場合，契約社員が最も多く24％で，これに

短時間パートが23％，その他パート18％，出向社

員15％，派遣社員13％と続く。２種の場合は，短

時間パートが最も多く５３％，その他パート46％，

契約社員44％と続く。出向社員派遣社員は各々

24％，２１％とあまり伸びない。この理由と「専門

的業務に対応」については，他の理由がパートに

集中する傾向があるのに対して，使用形態が分散

する傾向がある。

「臨時・季節的業務量の変化に対応」は，１種

の場合，短時間パートが45％，その他パートが２２

％，臨時的雇用者が19％である。２種の場合は，

短時間パートが80％，その他パートが67％と多い

が，臨時的雇用者は25％とあまり伸びない。また，

２種では派遣社員も1796を占める。

最後に「長い操営業時間に対応」であるが，１

種の場合は，短時間パートが圧倒的に多く，６９％，

これにその他パートの20％が続く。２種の場合は，

短時間パートが91％，その他パートが79％とこれ

ら２つの形態がほとんどを占める。

このように，「人件費節約」「雇用iiiを調節」

選択せず１種 ２秘 3枕以上 合計

人件費節約 39.0 45.6 12.7 2.7 100％ 

雇用鼓調節 69.3 24.3 5.4 1.0 100％ 

１日・週の繁閑対応 70.4 24.5 4.5 ０．６ 100％ 

専門的業務に対応 76.2 20.0 ２８ 1.0100％ 

即戦力・能力確保 76.3 19.9 3.2０６ 100％ 

臨時. 震節業務fit変化に対応 770１８．８ 3.4 0.8 100％ 

鷺時間に対応 79.4 1６．５ Ｐ。● ３ ０．６ 100％ 

R要業務特化 842 12.4 3.0 0.4 １００％ 

正社員確保できない 88.4 9.2 2.2 ０．２ 100％ 

高年齢瀞再雇用対簸 89.7 9.5 0.7 0１ 100％ 

正社員の育児･介護休業対策’９３８ 5.3 ０．７ 0.2 100％ 
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「１日・週の繁閑に対応」「臨時・季節的業務量の

変化に対応」「長い操営業時間に対応」では，1

種についてこの理由を挙げている場合，それが短

時間パートである可能性が極めて高い。これら理

由について，短時間パートの次に活用が進んでい

るのがその他パートである。一方，「専門的業務

に対応」「即戦力・能力のある人材確保」につい

ては，１種の場合，ある１つの形態に特化すると

いうよりは事業所間で使用形態の分散傾向が見ら

れるが，契約社員が比較的多く活用されている。

しかし，これら理由についても，短時間パートだ

けで選ぶ事業所割合は契約社員に比べてそれほど

低くはない。

l櫛(計100%)'２種(計200%）
臨時･季節業務iii変化に対応

契約社貝

臨時的雁111者

短時間パート

その他パート

Ⅱ（向社貝

派遣社且

長い操営業時ill1に対応

契約社員

臨時的服H1者

短時間パート

その他パート

川向社員

派遣社貝

4.3 

19.0 

45.4 

21.5 

１．０ 

８．８ 

9.9 

25.1 

79.6 

67.4 

12 

16.9 

５
０
６
１
１
７
 

■
■
●
■
●
●
 

３
６
８
０
０
１
 

６
２
 

12.4 

9.7 

91.1 

78.8 

５．４ 

２６ 

資料出所：西川（2002ａ）表６非正社員活用理由と活用形態

XIWi 
それでは，事業所は異なるニーズに伴い，その

活用する非正社員の形態を使い分けているのか。

それとも，ひとつの就業形態を活用すると，そ

の形態に特化してさまざまな活用を行うのであろ

うか。

上記の結果から，事業所は確かに異なるニーズ

に伴い，その活用する非正社員の形態を使い分け

ているといえるだろう。人件費の節約や数量的な

柔軟`性に対応するためには，短時間パートが単独

で活用される傾向が極めて強く，次にその他パー

トが活用される傾向がある。一方，専門性や即戦

力確保の為には，契約社員や出向社員，派遣社員

も活用されている。但し，後者については，短時

間パートやその他パートも同程度単独で活用され

る傾向が見られ，前者のように，ある就業形態に

集中する傾向は見られない。これらから推察され

るのは，パート労働，特に短時間パートは，使用

者側から見て，様々なニーズに応えることの出来

る非常に便利な形態であるということである。

つまり，特定の就業形態を一旦活用すると，そ

の形態をさまざまニーズに応じて活用していくこ

とは可能である。また，契約社員についても，単

独ではないが，コスト削減や雇用量調節目的で活

用される傾向も見られることから，ある就業形態

の活用がニーズに合わせて広がっていく可能性が

あるともいえるのではないか。

１８ 

旱Ｚエニ

H品Ｉ辰ｆＩ炉ＩｊＦ婿１コ

31】５ 

rl 

LJ 

【1９

1樋(iil100％） 2ﾄﾄﾞ(計200%）

LliiJ 
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ろが，短時間パートやその他パートが単独で活用

されている場合もある。このように，パート（特

に短時間パート）は，使用者側から見て，人件費

節約という目的のみでなく，様々なニーズに対応

できる非常に便利な形態である。逆に，契約社員

についても，専門性や即戦力確保といった使用か

ら，コスト削減や雇用量調節目的で活用される傾

向もある。これらの結果は，事業所の非正社員活

用には勿論その政策に合わせた「戦略的」な側面

はあるが，ある就業形態を一旦活用すると，その

活用がその後のニーズに合わせて広がっていく，

つまり「状況対応的」（あるいは「適応的｣）であ

り得ることを示唆している。

前述のとおり，1994年から1999年にかけて事業

所レベルで見ると，非正社員化に歯止めがかかっ

てきたわけであるが，そのような中で非正社員比

率を積極的に伸ばしている事業所は，その雇用理

由に人件費節約や雇用量調節を重視する傾向が強

い。また，非正社員の短期雇用化も進んでおり，

正社員との雇用期間の差が1994年から1999年にか

けて広がってきている（西川2002b)。更に，本

論の分析で見たように，非正社員は就労形態にか

かわらず「状況対応的」に使用されている可能性

がある。このように1990年後半に入って非正社員

と正社員と差別化がより一層進んでいる傾向が見

られる。非正社員と正社員間の移動が困難な中

(西川2002b)，非正社員のコンテインジェント化

が進むことが懸念されるところである。

８．まとめ

本論では，1990年代，特にその後半に見られた

非正社員の増加が，事業所ベースで見た場合，ど

のような動きから構成されていたのかを1994年，

1999年に旧労働省によって実施された全国レベル

での事業所調査「就業形態の多様化に関する総合

実態調査」データの分析結果を用いて検証した。

1994年と1999年を比較すると，マクロレベルで

は非正社員活用は進んでいるものの，事業所の活

用方針を見ると，先行き不透明感や現状維持の傾

向が強まっており，非正社員化がスピードダウン

している傾向が見られた。

更に，ミクロな動きを見ると，1994年には，正

社員比率が高いほど正社員を増やし，非正社員比

率が高いほど非正社員比率を今後も増やすとする，

事業所間の正・非正社員活用方針の２極化傾向が

見られた。が，1999年にはこの傾向は見られず，

正社員比率を増やすとした事業所は激減し，また

非正社員比率を増やすとする傾向は，非正社員比

率の高い事業所ほど弱まっている。つまり1994年

には顕著に見られた２極化が，1999年には鈍化し

ている傾向が見られた。

このような中で，特定の非正社員比率を伸ばし

ている事業所を見ると，活用理由に他にはない特

徴があることがわかった。これら事業所にほぼ共

通して見られるのは，人件費節約を般重要理由に

選ぶ傾向が強い。また，景気変動に応じて雇用量

を調節するために非正社員を活用する事業所も多

い。雇用の柔軟化政策の強化の影響が見て取れる。

また，労働者にとっては，今後の非正社員化の進

展が一層の雇用の不安定化につながる兆しが見ら

れる。

一方，事業所の非正社員活用の仕方を詳しく見

ると，ほとんどの事業所がある活用ニーズについ

て１種類の形態で対応しており，多くとも２種の

活用に留まっている。事業所は異なるニーズに応

じて，その活用する非正社員の形態を使い分けて

おり，人件費の節約や数量的な柔軟性に対応する

には。短時間パートが単独で活用される傾Iiilが極

めて強く，次にその他パートが活用される傾向が

見られた。また，専門性や即戦力確保には，契約

社員を筆頭に出向社員，派遣社員も活用されてい

ｉこの論文に用いるデータ分析結果は，「就業形態の

多様化研究会報告轡」の西川担当部分より引用す

る。東京大学社会科学研究所の佐藤博樹教授，日

本労働研究機構の岩田克彦氏池，研究会メンバー

の方々に記して感謝の意を表したい。

ｉｉ産業＊調査年，及び事業所規模＊調査年は統計的

に有意な効果がなかった。また，事業所規模＊調

査年は，事業所の穂類＝その他で有意な効果があっ

たが〆他では有意な効果が見られなかった為，分

析から除外した。
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